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東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
庁
令
案

新
旧
対
照
条
文

○
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
施
行
規
則
（
平
成
二
十
三
年
内
閣
府
令
第
六
十
九
号
）
（
抄
）

改

正

案

現

行

（
法
第
三
十
七
条
第
一
項
の
指
定
事
業
者
の
要
件
）

（
法
第
三
十
七
条
第
一
項
の
指
定
事
業
者
の
要
件
）

第
八
条

法
第
三
十
七
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次
に
掲
げ
る
も

第
八
条

法
第
三
十
七
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次
に
掲
げ
る
も

の
と
す
る
。

の
と
す
る
。

一
～
四

（
略
）

一
～
四

（
略
）

五

指
定
に
係
る
復
興
推
進
事
業
が
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ

（
新
設
）

と
。

イ

建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第
二
条
第
九
号
の
二

に
規
定
す
る
耐
火
建
築
物
の
建
築
及
び
賃
貸
を
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
（
ロ

に
該
当
す
る
場
合
を
除
く
。
）
。

ロ

地
域
の
活
力
の
再
生
及
び
地
域
住
民
の
生
活
の
利
便
性
の
確
保
に
資
す
る

建
築
物
の
建
築
及
び
賃
貸
を
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
内
閣
総
理
大
臣
が
定
め

る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
内
閣
総
理
大
臣
が
認
め
る
も
の
で
あ
る
こ

と
。

２

指
定
に
係
る
復
興
推
進
事
業
が
法
第
二
条
第
三
項
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
も
の
で

（
新
設
）

あ
る
場
合
に
お
け
る
前
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
次
に
」
と
あ

る
の
は
「
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
」
と
す
る
。

（
法
第
三
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
指
定
事
業
者
の
指
定
の
申
請
手
続
等
）

（
法
第
三
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
指
定
事
業
者
の
指
定
の
申
請
手
続
等
）

第
十
条

指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
個
人
事
業
者
又
は
法
人
は
、
指
定
事
業
者
事
業

第
十
条

指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
個
人
事
業
者
又
は
法
人
は
、
指
定
事
業
者
事
業

実
施
計
画
そ
の
他
の
事
項
に
つ
い
て
記
載
し
た
別
記
様
式
第
二
の
四
に
よ
る
申
請

実
施
計
画
そ
の
他
の
事
項
に
つ
い
て
記
載
し
た
別
記
様
式
第
二
の
四
に
よ
る
申
請

書
に
、
当
該
個
人
事
業
者
又
は
法
人
の
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
こ
れ
ら
を

書
に
、
当
該
個
人
事
業
者
又
は
法
人
の
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
こ
れ
ら
を
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認
定
地
方
公
共
団
体
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

認
定
地
方
公
共
団
体
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

三

第
八
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
指
定
事
業
者
の
要
件
に
該
当
す
る
旨
の
別
記

三

第
八
条
各
号
に
掲
げ
る
指
定
事
業
者
の
要
件
に
該
当
す
る
旨
の
別
記
様
式
第

様
式
第
二
の
五
に
よ
る
宣
言
書

二
の
五
に
よ
る
宣
言
書

四

（
略
）

四

（
略
）

２
～
５

（
略
）

２
～
５

（
略
）

６

指
定
事
業
者
で
あ
る
法
人
に
つ
い
て
合
併
又
は
分
割
が
あ
っ
た
と
き
は
、
指
定

６

指
定
事
業
者
で
あ
る
法
人
に
つ
い
て
合
併
又
は
分
割
が
あ
っ
た
と
き
は
、
指
定

に
係
る
復
興
推
進
事
業
の
全
部
を
承
継
し
た
法
人
に
係
る
前
項
の
有
効
期
間
の
満

に
係
る
復
興
推
進
事
業
の
全
部
を
承
継
し
た
法
人
に
係
る
前
項
の
有
効
期
間
の
満

了
の
日
は
、
第
八
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
要
件
を
欠
く
に
至
っ
た
場
合
を
除
き

了
の
日
は
、
第
八
条
各
号
に
掲
げ
る
要
件
を
欠
く
に
至
っ
た
場
合
を
除
き
、
合
併

、
合
併
又
は
分
割
の
前
に
同
項
の
規
定
に
よ
り
付
さ
れ
た
当
該
指
定
の
有
効
期
間

又
は
分
割
の
前
に
同
項
の
規
定
に
よ
り
付
さ
れ
た
当
該
指
定
の
有
効
期
間
の
満
了

の
満
了
の
日
（
当
該
合
併
又
は
分
割
の
当
事
者
で
あ
る
法
人
の
う
ち
に
指
定
事
業

の
日
（
当
該
合
併
又
は
分
割
の
当
事
者
で
あ
る
法
人
の
う
ち
に
指
定
事
業
者
が
二

者
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
指
定
事
業
者
に
係
る
指
定
の
有

以
上
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
指
定
事
業
者
に
係
る
指
定
の
有
効
期
間

効
期
間
の
満
了
の
日
の
う
ち
最
も
早
い
日
）
と
す
る
。

の
満
了
の
日
の
う
ち
最
も
早
い
日
）
と
す
る
。

７

（
略
）

７

（
略
）

８

認
定
地
方
公
共
団
体
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
書
の
交
付
を
し
た
後
で

８

認
定
地
方
公
共
団
体
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
書
の
交
付
を
し
た
後
で

あ
っ
て
も
、
前
項
の
届
出
に
お
い
て
第
一
項
の
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
希
望
す
る

あ
っ
て
も
、
前
項
の
届
出
に
お
い
て
第
一
項
の
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
希
望
す
る

指
定
の
有
効
期
間
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
は
、
そ
の
変
更
後
の
希
望
す
る
指
定
の

指
定
の
有
効
期
間
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
は
、
そ
の
変
更
後
の
希
望
す
る
指
定
の

有
効
期
間
を
考
慮
し
て
、
第
五
項
の
規
定
に
よ
っ
て
付
し
た
指
定
の
有
効
期
間
を

有
効
期
間
を
考
慮
し
て
、
第
五
項
の
規
定
に
よ
っ
て
付
し
た
指
定
の
有
効
期
間
を

、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
日
か
ら
起
算
し
て
十
年
（
当
該
指
定
の
日
が
法

、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
日
か
ら
起
算
し
て
十
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
で

の
施
行
の
日
か
ら
平
成
二
十
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
で
あ
る
場
合
に
は
、
十
五

変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

年
）
を
超
え
な
い
範
囲
内
で
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

９
～

（
略
）

９
～

（
略
）

12

12

指
定
に
係
る
復
興
推
進
事
業
が
法
第
二
条
第
三
項
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
も
の
で

（
新
設
）

13
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
一
項
第
三
号
及
び
第
六
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、

第
一
項
第
三
号
及
び
第
六
項
中
「
第
八
条
第
一
項
各
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
八
条

第
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
」
と
す
る
。
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（
法
第
三
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
指
定
事
業
者
の
指
定
の
申
請
手
続
等
）

（
法
第
三
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
指
定
事
業
者
の
指
定
の
申
請
手
続
等
）

第
十
六
条

（
略
）

第
十
六
条

（
略
）

２
～
７

（
略
）

２
～
７

（
略
）

８

認
定
地
方
公
共
団
体
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
書
の
交
付
を
し
た
後
で

８

認
定
地
方
公
共
団
体
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
書
の
交
付
を
し
た
後
で

あ
っ
て
も
、
前
項
の
届
出
に
お
い
て
第
一
項
の
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
希
望
す
る

あ
っ
て
も
、
前
項
の
届
出
に
お
い
て
第
一
項
の
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
希
望
す
る

指
定
の
有
効
期
間
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
は
、
そ
の
変
更
後
の
希
望
す
る
指
定
の

指
定
の
有
効
期
間
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
は
、
そ
の
変
更
後
の
希
望
す
る
指
定
の

有
効
期
間
を
考
慮
し
て
、
第
五
項
の
規
定
に
よ
っ
て
付
し
た
指
定
の
有
効
期
間
を

有
効
期
間
を
考
慮
し
て
、
第
五
項
の
規
定
に
よ
っ
て
付
し
た
指
定
の
有
効
期
間
を

、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
日
か
ら
起
算
し
て
六
年
（
当
該
指
定
の
日
が
法

、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
日
か
ら
起
算
し
て
六
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
で

の
施
行
の
日
か
ら
平
成
二
十
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
で
あ
る
場
合
に
は
、
十
一

変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

年
）
を
超
え
な
い
範
囲
内
で
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

９
～

（
略
）

９
～

（
略
）

12

12

（
法
第
四
十
条
第
一
項
の
指
定
法
人
の
要
件
）

（
法
第
四
十
条
第
一
項
の
指
定
法
人
の
要
件
）

第
十
七
条

法
第
四
十
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次
に
掲
げ
る
も

第
十
七
条

法
第
四
十
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次
に
掲
げ
る
も

の
と
す
る
。

の
と
す
る
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

三

次
の
イ
又
は
ロ
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

三

指
定
（
法
第
四
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
か
ら

イ

指
定
（
法
第
四
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
か

第
十
九
条
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
年
度
又
は
連
結

ら
第
十
九
条
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
年
度
又
は

事
業
年
度
に
お
い
て
当
該
指
定
に
係
る
復
興
推
進
事
業
の
用
に
供
す
る
た
め
に

連
結
事
業
年
度
に
お
い
て
当
該
指
定
に
係
る
復
興
推
進
事
業
の
用
に
供
す
る

新
た
に
取
得
し
、
又
は
製
作
し
、
若
し
く
は
建
設
し
た
機
械
及
び
装
置
、
建
物

た
め
に
新
た
に
取
得
し
、
又
は
製
作
し
、
若
し
く
は
建
設
し
た
機
械
及
び
装

及
び
そ
の
附
属
施
設
並
び
に
構
築
物
の
取
得
価
額
の
合
計
額
が
三
億
円
以
上
（

置
、
建
物
及
び
そ
の
附
属
施
設
並
び
に
構
築
物
の
取
得
価
額
の
合
計
額
（
以

租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
四
十
二
条
の
四
第

下
ロ
に
お
い
て
単
に
「
取
得
価
額
の
合
計
額
」
と
い
う
。
）
が
三
億
円
以
上

二
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
若
し
く
は
農
業
協
同
組
合
等
又
は
同
法
第
六
十

（
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
四
十
二
条
の

八
条
の
九
第
二
項
に
規
定
す
る
中
小
連
結
法
人
（
法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法

四
第
二
項
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
若
し
く
は
農
業
協
同
組
合
等
又
は
同
法

律
第
三
十
四
号
）
第
二
条
第
十
二
号
の
六
の
七
に
規
定
す
る
連
結
親
法
人
で
あ
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第
六
十
八
条
の
九
第
二
項
に
規
定
す
る
中
小
連
結
法
人
（
法
人
税
法
（
昭
和

る
農
業
協
同
組
合
等
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
単
に
「
中
小
企
業
者
等

四
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）
第
二
条
第
十
二
号
の
六
の
七
に
規
定
す
る
連
結

」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
三
千
万
円
以
上
）
で
あ
る
こ
と
、
又
は
三
億
円

親
法
人
で
あ
る
農
業
協
同
組
合
等
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
単
に
「

以
上
（
中
小
企
業
者
等
に
つ
い
て
は
、
三
千
万
円
以
上
）
に
な
る
と
見
込
ま
れ

中
小
企
業
者
等
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
三
千
万
円
以
上
）
で
あ
る
こ

る
こ
と
。

と
、
又
は
三
億
円
以
上
（
中
小
企
業
者
等
に
つ
い
て
は
、
三
千
万
円
以
上
）

に
な
る
と
見
込
ま
れ
る
こ
と
。

ロ

中
小
企
業
者
等
で
あ
っ
て
、
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
日
を
含
む
事
業
年

度
又
は
連
結
事
業
年
度
開
始
の
日
か
ら
当
該
開
始
の
日
以
後
三
年
を
経
過
す

る
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
取
得
価
額
の
合
計
額
が
五
千
万
円
以
上
に
な
る
と

見
込
ま
れ
る
こ
と
（
イ
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
。

四
～
十

（
略
）

四
～
十

（
略
）

２

（
略
）

２

（
略
）

（
法
第
四
十
条
の
規
定
に
よ
る
指
定
法
人
の
指
定
の
申
請
手
続
等
）

（
法
第
四
十
条
の
規
定
に
よ
る
指
定
法
人
の
指
定
の
申
請
手
続
等
）

第
十
九
条

（
略
）

第
十
九
条

（
略
）

２
～
４

（
略
）

２
～
４

（
略
）

５

認
定
地
方
公
共
団
体
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
書
の
交
付
に
際
し
、
指

５

認
定
地
方
公
共
団
体
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
書
の
交
付
に
際
し
、
指

定
の
日
か
ら
起
算
し
て
十
五
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
指
定
の
有
効
期
間

定
の
日
か
ら
起
算
し
て
二
十
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
指
定
の
有
効
期
間

を
付
す
る
も
の
と
す
る
。

を
付
す
る
も
の
と
す
る
。

６
・
７

（
略
）

６
・
７

（
略
）

８

認
定
地
方
公
共
団
体
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
書
の
交
付
を
し
た
後
で

８

認
定
地
方
公
共
団
体
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
書
の
交
付
を
し
た
後
で

あ
っ
て
も
、
前
項
の
届
出
に
お
い
て
第
一
項
の
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
希
望
す
る

あ
っ
て
も
、
前
項
の
届
出
に
お
い
て
第
一
項
の
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
希
望
す
る

指
定
の
有
効
期
間
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
は
、
そ
の
変
更
後
の
希
望
す
る
指
定
の

指
定
の
有
効
期
間
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
は
、
そ
の
変
更
後
の
希
望
す
る
指
定
の

有
効
期
間
を
考
慮
し
て
、
第
五
項
の
規
定
に
よ
っ
て
付
し
た
指
定
の
有
効
期
間
を

有
効
期
間
を
考
慮
し
て
、
第
五
項
の
規
定
に
よ
っ
て
付
し
た
指
定
の
有
効
期
間
を

、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
日
か
ら
起
算
し
て
十
五
年
を
超
え
な
い
範
囲
内

、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
日
か
ら
起
算
し
て
二
十
年
を
超
え
な
い
範
囲
内

で
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

で
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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９
～

（
略
）

９
～

（
略
）

12

12
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別記様式第２の１（第９条関係）

８． 建築物整備事業（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律（平成23年法律第29号。以下「震災特例法」という。）第10条の２第１項の表

の第１号の第４欄、第17条の２第１項の表の第１号の第４欄及び第25条の２第１項の

表の第１号の第４欄に規定する建築物整備事業をいう。以下同じ。）を実施する場合

にあって、震災特例法第10条の２第１項若しくは第３項、第17条の２第１項若しくは

第２項又は第25条の２第１項若しくは第２項（これらの規定のうち第１号に係る部分

に限る。以下同じ。）の規定の適用を受けようとするときは、(1)及び(2)に掲げる事

項

（１） その建築物整備事業が、次のいずれかに該当する場合には、それぞれ次に定

める事項

（イ） 東日本大震災復興特別区域法施行規則第８条第１項第５号イ その建築物

整備事業の用に供する建築物が耐火建築物（建築基準法（昭和25年法律第201号

）第２条第９号の２に規定する耐火建築物をいう。）又はそれ以外の建築物の

いずれに該当するかの区分

○○

（ロ） 東日本大震災復興特別区域法施行規則第８条第１項第５号ロ 内閣総理大

別記様式第２の１（第９条関係）

８． 建築物整備事業（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律（平成23年法律第29号。以下「震災特例法」という。）第10条の２第１項の表

の第１号の第４欄、第17条の２第１項の表の第１号の第４欄及び第25条の２第１項の

表の第１号の第４欄に規定する建築物整備事業をいう。以下同じ。）を実施する場合

にあって、震災特例法第10条の２第１項若しくは第２項、第17条の２第１項若しくは

第２項又は第25条の２第１項若しくは第２項（これらの規定のうち第１号に係る部分

に限る。以下同じ。）の規定の適用を受けようとするときは、(1)及び(2)に掲げる事

項

（１） その建築物整備事業の用に供する建築物が耐火建築物（建築基準法（昭和25

年法律第201号）第２条第９号の２に規定する耐火建築物をいう。）又はそれ以外

の建築物のいずれに該当するかの区分

○○
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臣の認定の有無

有・無

（２） 次に掲げる要件のいずれかを満たすものとして震災特例法第10条の２第１項

若しくは第３項、第17条の２第１項若しくは第２項又は第25条の２第１項若しく

は第２項の規定の適用を受けようとする場合には、それぞれ次に定める事項

（イ） 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行

令（平成23年政令第112号。以下「震災特例法施行令」という。）第12条の２第

２項第１号イ若しくは第２号イ、第17条の２第１項第１号イ若しくは第２号イ

又は第22条の２第１項第１号イ若しくは第２号イに掲げる要件 その建築物整

備事業の用に供する建築物の延べ面積

○○㎡

（ロ） 震災特例法施行令第12条の２第２項第１号ロ、第17条の２第１項第１号ロ

又は第22条の２第１項第１号ロに掲げる要件 その建築物整備事業の用に供す

る建築物の地上階数及び屋上広場の有無

地上階数○、屋上広場 有・無

（ハ） 震災特例法施行令第12条の２第２項第１号ハ若しくは第２号ロ、第17条の

２第１項第１号ハ若しくは第２号ロ又は第22条の２第１項第１号ハ若しくは第

２号ロに掲げる要件 その建築物整備事業を施行する土地の区域（以下「建築

（２） 次に掲げる要件を満たすものとして震災特例法第10条の２第１項若しくは第

２項、第17条の２第１項若しくは第２項又は第25条の２第１項若しくは第２項の

規定の適用を受けようとする場合には、それぞれ次に定める事項

（イ） 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行

令（平成23年政令第112号。以下「震災特例法施行令」という。）第12条の２第

２項第１号、第17条の２第１項第１号又は第22条の２第１項第１号に掲げる要

件 その建築物整備事業の用に供する建築物の延べ面積

○○㎡

（ロ） 震災特例法施行令第12条の２第２項第２号、第17条の２第１項第２号又は

第22条の２第１項第２号に掲げる要件 その建築物整備事業の用に供する建築

物の地上階数及び屋上広場の有無

地上階数○、屋上広場 有・無

（ハ） 震災特例法施行令第12条の２第２項第３号、第17条の２第１項第３号又は

第22条の２第１項第３号に掲げる要件 その建築物整備事業を施行する土地の

区域（以下「建築物整備事業区域」という。）内において整備される公共施設
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物整備事業区域」という。）内において整備される公共施設（道路、公園その

他の公共の用に供する施設をいう。）の用に供される土地の面積のその建築物

整備事業区域の面積のうちに占める割合

○○％

（ニ） 震災特例法施行令第12条の２第２項第１号ニ若しくは第２号ハ、第17条の

２第１項第１号ニ若しくは第２号ハ又は第22条の２第１項第１号ニ若しくは第

２号ハに掲げる要件 建築物整備事業区域内において整備される避難施設、駐

車場その他の地域の居住者等の利便の増進に寄与する施設の整備に要する費用

の額

○○百万円

（道路、公園その他の公共の用に供する施設をいう。）の用に供される土地の

面積のその建築物整備事業区域の面積のうちに占める割合

○○％

（ニ） 震災特例法施行令第12条の２第２項第４号、第17条の２第１項第４号又は

第22条の２第１項第４号に掲げる要件 建築物整備事業区域内において整備さ

れる避難施設、駐車場その他の地域の居住者等の利便の増進に寄与する施設の

整備に要する費用の額

○○百万円
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別記様式第２の４（別紙）（第10条関係）

６． 建築物整備事業（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律（平成23年法律第29号。以下「震災特例法」という。）第10条の２第１項の表

の第１号の第４欄、第17条の２第１項の表の第１号の第４欄及び第25条の２第１項の

表の第１号の第４欄に規定する建築物整備事業をいう。以下同じ。）を実施する場合

にあって、震災特例法第10条の２第１項若しくは第３項、第17条の２第１項若しくは

第２項又は第25条の２第１項若しくは第２項（これらの規定のうち第１号に係る部分

に限る。以下同じ。）の規定の適用を受けようとするときは、(1)及び(2)に掲げる事

項

（１） その建築物整備事業が、次のいずれかに該当する場合には、それぞれ次に定

める事項

（イ） 東日本大震災復興特別区域法施行規則第８条第１項第５号イ その建築物

整備事業の用に供する建築物が耐火建築物（建築基準法（昭和25年法律第201

号）第２条第９号の２に規定する耐火建築物をいう。）又はそれ以外の建築物

のいずれに該当するかの区分

○○

（ロ） 東日本大震災復興特別区域法施行規則第８条第１項第５号ロ 内閣総理大

別記様式第２の４（別紙）（第10条関係）

６． 建築物整備事業（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律（平成23年法律第29号。以下「震災特例法」という。）第10条の２第１項の表

の第１号の第４欄、第17条の２第１項の表の第１号の第４欄及び第25条の２第１項の

表の第１号の第４欄に規定する建築物整備事業をいう。以下同じ。）を実施する場合

にあって、震災特例法第10条の２第１項若しくは第２項、第17条の２第１項若しくは

第２項又は第25条の２第１項若しくは第２項（これらの規定のうち第１号に係る部分

に限る。以下同じ。）の規定の適用を受けようとするときは、(1)及び(2)に掲げる事

項

（１） その建築物整備事業の用に供する建築物が耐火建築物（建築基準法（昭和25

年法律第201号）第２条第９号の２に規定する耐火建築物をいう。）又はそれ以

外の建築物のいずれに該当するかの区分

○○
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臣の認定の有無

有・無

（２） 次に掲げる要件のいずれかを満たすものとして震災特例法第10条の２第１項

若しくは第３項、第17条の２第１項若しくは第２項又は第25条の２第１項若しく

は第２項の規定の適用を受けようとする場合には、それぞれ次に定める事項

（イ） 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行

令（平成23年政令第112号。以下「震災特例法施行令」という。）第12条の２第

２項第１号イ若しくは第２号イ、第17条の２第１項第１号イ若しくは第２号イ

又は第22条の２第１項第１号イ若しくは第２号イに掲げる要件 その建築物整

備事業の用に供する建築物の延べ面積

○○㎡

（ロ） 震災特例法施行令第12条の２第２項第１号ロ、第17条の２第１項第１号ロ

又は第22条の２第１項第１号ロに掲げる要件 その建築物整備事業の用に供す

る建築物の地上階数及び屋上広場の有無

地上階数○、屋上広場 有・無

（ハ） 震災特例法施行令第12条の２第２項第１号ハ若しくは第２号ロ、第17条の

２第１項第１号ハ若しくは第２号ロ又は第22条の２第１項第１号ハ若しくは第

２号ロに掲げる要件 その建築物整備事業を施行する土地の区域（以下「建築

（２） 次に掲げる要件を満たすものとして震災特例法第10条の２第１項若しくは第

２項、第17条の２第１項若しくは第２項又は第25条の２第１項若しくは第２項の

規定の適用を受けようとする場合には、それぞれ次に定める事項

（イ） 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行

令（平成23年政令第112号。以下「震災特例法施行令」という。）第12条の２第

２項第１号、第17条の２第１項第１号又は第22条の２第１項第１号に掲げる要

件 その建築物整備事業の用に供する建築物の延べ面積

○○㎡

（ロ） 震災特例法施行令第12条の２第２項第２号、第17条の２第１項第２号又は

第22条の２第１項第２号に掲げる要件 その建築物整備事業の用に供する建築

物の地上階数及び屋上広場の有無

地上階数○、屋上広場 有・無

（ハ） 震災特例法施行令第12条の２第２項第３号、第17条の２第１項第３号又は

第22条の２第１項第３号に掲げる要件 その建築物整備事業を施行する土地の

区域（以下「建築物整備事業区域」という。）内において整備される公共施設
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物整備事業区域」という。）内において整備される公共施設（道路、公園その

他の公共の用に供する施設をいう。）の用に供される土地の面積のその建築物

整備事業区域の面積のうちに占める割合

○○％

（ニ） 震災特例法施行令第12条の２第２項第１号ニ若しくは第２号ハ、第17条の

２第１項第１号ニ若しくは第２号ハ又は第22条の２第１項第１号ニ若しくは第

２号ハに掲げる要件 建築物整備事業区域内において整備される避難施設、駐

車場その他の地域の居住者等の利便の増進に寄与する施設の整備に要する費用

の額

○○百万円

（道路、公園その他の公共の用に供する施設をいう。）の用に供される土地の

面積のその建築物整備事業区域の面積のうちに占める割合

○○％

（ニ） 震災特例法施行令第12条の２第２項第４号、第17条の２第１項第４号又は

第22条の２第１項第４号に掲げる要件 建築物整備事業区域内において整備さ

れる避難施設、駐車場その他の地域の居住者等の利便の増進に寄与する施設の

整備に要する費用の額

○○百万円
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別記様式第２の５（第10条関係）

指定要件に関する宣言書

年 月 日

認定地方公共団体の長の氏名 殿

個人事業者の氏名又は法人の名称及び代表者の氏名 印

私（当社）は、東日本大震災復興特別区域法第37条第１項に規定する指定を申請する

に当たり、東日本大震災復興特別区域法施行規則第８条第１項各号に掲げる指定事業者

の要件に該当することを宣言します。

注 「第８条第１項各号」は、指定に係る復興推進事業が法第２条第３項第２号イに掲

げるものである場合は、「第８条第１項第１号から第４号まで」とすること。

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。

別記様式第２の５（第10条関係）

指定要件に関する宣言書

年 月 日

認定地方公共団体の長の氏名 殿

個人事業者の氏名又は法人の名称及び代表者の氏名 印

私（当社）は、東日本大震災復興特別区域法第37条第１項に規定する指定を申請する

に当たり、東日本大震災復興特別区域法施行規則第８条各号に掲げる指定事業者の要件

に該当することを宣言します。

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
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別記様式第２の６（第10条関係）

指定書

年 月 日

年 月 日付けの指定申請について、東日本大震災復興特別区域法第37条第１項に規

定する「指定事業者」として、指定します。

記

東日本大震災復興特別区域法施行規則第８条第１項各号に該当すること。

（１）～（４） （略）

（１）・（２） （略）

（３） 東日本大震災復興特別区域法施行規則第８条第１項各号に掲げる指定事業者

の要件に該当しなくなったとき及び偽りその他不正の手段によりこの指定を受け

たことが判明するに至ったときは、直ちにこの指定書を返納してください。

注 「第８条第１項各号」は、指定に係る復興推進事業が法第２条第３項第２号イに掲げ

るものである場合は、「第８条第１項第１号から第４号まで」とすること。

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。

別記様式第２の６（第10条関係）

指定書

年 月 日

年 月 日付けの指定申請について、東日本大震災復興特別区域法第37条第１項に規

定する「指定事業者」として、指定します。

記

東日本大震災復興特別区域法施行規則第８条各号に該当すること。

（１）～（４） （略）

（１）・（２） （略）

（３） 東日本大震災復興特別区域法施行規則第８条各号に掲げる指定事業者の要件

に該当しなくなったとき及び偽りその他不正の手段によりこの指定を受けたこと

が判明するに至ったときは、直ちにこの指定書を返納してください。

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
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別記様式第５の２（第18条関係）

復興推進事業の実施に係る認定書

年 月 日

指定法人の名称及び代表者の氏名 殿

認定地方公共団体の長の氏名 印

年 月 日付けの復興推進事業に係る実施状況報告を踏まえ、東日本大震災復興特

別区域法施行規則第18条第２項の規定に基づき、当該事業が下記のとおり適切に実施さ

れている旨、これを認定します。

記

認定の概要

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。

別記様式第５の２（第18条関係）

復興推進事業の実施に係る認定書

年 月 日

指定法人の名称及び代表者の氏名 殿

認定地方公共団体の長の氏名 印

年 月 日付けの復興推進事業に係る実施状況報告を踏まえ、東日本大震災復興特

別区域法施行規則第18条第２項の規定に基づき、当該事業が下記のとおり適切に実施さ

れている旨、これを認定します。

記

１．指定を受けた事業年度

２．再投資等準備金の積立てをすることが可能となった事業年度

３．認定の概要

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
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別記様式第５の４（第19条関係）

指定申請書

年 月 日

認定地方公共団体の長の氏名 殿

法人の名称及び代表者の氏名 印

東日本大震災復興特別区域法第40条第１項に規定する指定を受けたいので、東日本大

震災復興特別区域法施行規則第19条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１．～３． （略）

４．再投資等準備金の積立てをすることが可能となる見込みの事業年度

５．指定法人事業実施計画（別紙）

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。

別記様式第５の４（第19条関係）

指定申請書

年 月 日

認定地方公共団体の長の氏名 殿

法人の名称及び代表者の氏名 印

東日本大震災復興特別区域法第40条第１項に規定する指定を受けたいので、東日本大

震災復興特別区域法施行規則第19条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１．～３． （略）

４．指定法人事業実施計画（別紙）

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
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別記様式第５の６（第19条関係）

注１ （略）

２ （８）は、指定する法人が租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第42条の４第２項に

規定する中小企業者若しくは農業協同組合等又は同法第68条の９第２項に規定する中小連

結法人（法人税法（昭和40年法律第34号）第２条第12号の６の７に規定する連結親法人で

ある農業協同組合等を含む。）の場合は、「本事業年度又は連結事業年度において復

興推進事業の用に供する設備投資に関する取得価額が３千万円以上であること、又

は３千万円以上（又は本事業年度若しくは連結事業年度開始の日から当該開始の日

以後３年を経過する日までの間において５千万円以上）になると見込まれること。

（再投資等準備金の積立てをすることが可能となる見込みの事業年度 ○○年度）

」とすること。

３ （略）

別記様式第５の６（第19条関係）

注１ （略）

２ （８）の「３億円以上」は、指定する法人が租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第4

2条の４第６項に規定する中小企業者若しくは農業協同組合等又は同法第68条の９第６項に

規定する中小連結法人（法人税法（昭和40年法律第34号）第２条第12号の７の２に規定す

る連結親法人である農業協同組合等を含む。）の場合は、「３千万円以上」とすること。

３ （略）


